
　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申し上げます。
　ここに、当連結会計年度（自　2019年4月1日　至　2020年3月31日）の事業報告書をお届けするにあ
たりまして、日頃の当社グループに対するご理解とご支援に厚くお礼申し上げます。
　当連結会計年度における当社グループを取り巻く事業環境は、米中間の貿易摩擦や中国経済の減速、英国
のEU離脱問題等を背景に不透明な状況で推移してきましたが、さらに年明け以降、新型コロナウイルスの
感染拡大の影響により、金融市場では動揺が続くとともに、個人消費や企業活動の自粛が始まる等、経済・社
会活動は停滞しており、世界経済の減速懸念は一層高まる状況となりました。
　こうした状況のもと、当社グループにおきましては、リチウムイオン二次電池市場拡大に伴う需要の増加
により、電池関連材料の売上が伸長しているものの、中国をはじめとする世界経済の減速の影響等を受け、
基幹事業である磁石材料及び着色材料の国内外の需要が低迷したことから、売上高は33,147百万円（前期
比3.5%減）となりました。
　利益面におきましては、売上商品構成の変化による限界利益の減少等により、営業損失は611百万円（前
期は営業利益299百万円）となりました。営業外収支については、持分法適用関連会社において固定資産の
減損を行ったこと等の影響により、持分法による投資損失663百万円を計上したこと等から、経常損失は
1,307百万円（前期は経常利益412百万円）となりました。また、特別損失において、電子素材事業の固定資
産における減損損失2,592百万円、環境対策引当金繰入額1,094百万円等があり、親会社株主に帰属する当
期純損失5,285百万円（前期は親会社株主に帰属する当期純損失0百万円）となりました。
　今後の景気の先行きにつきましては、新型コロナウイルスの感染拡大が続いており、収束の時期や感染拡
大による影響が全く見通せないため、非常に不透明感の強い状況にあります。
　当社グループにおきましても、中国における子会社及び関連会社は規制解除により操業を再開しており
ますが、国内外のお客様の操業停止やサプライチェーンの混乱等、業績に与える影響度やその期間が見通せ
ず、現時点では合理的な業績予測の算出が困難な状況にあるため、2021年3月期連結業績予想については、
未定としております。
　ここに、第87期の事業概要をご報告申し上げますので、今後とも格別のご理解とご支援を賜りますよう
宜しくお願い申し上げます。

代表取締役社長執行役員
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●   世界経済の減速の影響等を受け、国内外の需要が低迷したことから、売上高は
前期比8.1%減の14,186百万円となり、セグメント利益は前期比26.0%減の
1,491百万円となりました。引き続き販路拡大及びコスト削減を進めて環境の
変化に対応してまいります。

●   基幹事業である磁石材料等の需要が低迷したものの、リチウムイオン二次電
池市場拡大に伴う需要の増加により、電池関連材料の売上が伸長したことか
ら、売上高は前期比0.4%増の19,411百万円となりました。セグメント利益
については、需要の増加に伴い、工場の生産性が向上したこと等から、前期比
65.5%増の786百万円となりました。今後につきましても環境変化の激しい市
場動向を注視し、当社グループでの生産体制を整備することで機会損失を防
ぎ、さらなる拡大を目指してまいります。

▲ カラー舗装用着色顔料施工例 ▲ 積層セラミックコンデンサ（MLCC）用チタン酸バリウム

MLCCイメージ

当期の活動POINT 当期の活動POINT

機能性顔料 電子素材

売上高	 14,186百万円 売上高	 19,411百万円
前期比	 8.1%減 前期比	 0.4%増

主な関連会社事	業	所▶ ▶

売上高
構成比42.2％ 57.8％

報告セグメント別概況

事業所・関連会社

（注）  上記売上高において、セグメント間の内部売上高等が、前期には16百万円、当期に
は15百万円、含まれております。

（注）  上記売上高において、セグメント間の内部売上高等が、前期には409百万円、当期
には435百万円、含まれております。

本社（広島県広島市南区）

東京OFFICE（東京都港区）

小野田事業所（山口県山陽小野田市）

大竹事業所（広島県大竹市）

創造本部（広島県大竹市）

 戸田ピグメント株式会社 （岡山県岡山市北区）
無機顔料の製造販売
東京色材工業株式会社 （東京都板橋区）
有機顔料の製造販売
戸田ファインテック株式会社 （広島県大竹市）
製造工場における業務の請負・派遣
BASF戸田バッテリーマテリアルズ合同会社 （東京都港区）
リチウムイオン電池用正極材料の製造販売
株式会社セントラル・バッテリー・マテリアルズ （大阪府堺市）
リチウムイオン電池用正極材料の製造販売

 戸田工業ヨーロッパGmbH （独：デュッセルドルフ市）
EUにおけるマーケティング・販売
BASF戸田アメリカ有限責任会社 （米：イズリン）
リチウムイオン電池用正極材料の製造販売
戸田アドバンストマテリアルズInc. （加：サーニア市）
リチウムイオン電池用正極材料の製造販売
戸田フェライトコリアCO.,LTD. （韓：釜山広域市）
ボンドフェライト材料の製造販売
戸田イス CORPORATION （韓：江原道原州市）
磁性材料の製造販売
戸田工業アジア（タイランド）Co.,Ltd. （タイ：アユタヤ県）
磁性コンパウンドの製造販売および着色顔料輸入販売
美戸先進材料股份有限公司 （台：桃園県）
リチウムイオン電池用正極材料等の製造販売
戸田塑磁材料（浙江）有限公司 （中：浙江省）
磁性コンパウンドの製造販売
浙江東磁戸田磁業有限公司 （中：浙江省）
ボンドフェライト材料の製造販売
戸田麦格昆磁磁性材料（天津）有限公司 （中：天津市）
希土類コンパウンドの製造販売
戸田聯合実業（浙江）有限公司 （中：浙江省）
無機顔料の製造販売
戸田磁鉄（深圳）有限公司 （中：広東省）
ゴム磁石の製造販売
戸田国際貿易（上海）有限公司 （中：上海市）
アジアにおけるマーケティング・販売

国内

海外



小野田事業所に「モノづくり道場」を開設しました。

■ 連結貸借対照表（要約） （単位：百万円）

期別
科目

前連結会計年度
2019年3月31日

当連結会計年度
2020年3月31日

資産の部
流動資産 21,638 21,107
固定資産 26,624 22,762

有形固定資産 15,561 12,932
無形固定資産 830 250
投資その他の資産 10,232 9,579

資産合計 48,262 43,870
負債の部
流動負債 17,861 18,296
固定負債 11,992 12,982

負債合計 29,853 31,279
純資産の部
株主資本 16,620 11,227
その他の包括利益累計額 789 284
新株予約権 43 49
非支配株主持分 956 1,029

純資産合計 18,408 12,590
負債純資産合計 48,262 43,870

■ 連結損益計算書（要約） （単位：百万円）

期別
科目

前連結会計年度
自 2018年4月 1 日
至 2019年3月31日

当連結会計年度
自 2019年4月 1 日
至 2020年3月31日

売上高 34,354 33,147

営業利益又は営業損失（△） 299 △611

営業外収益 350 218

営業外費用 237 914

経常利益又は経常損失（△） 412 △1,307

特別利益 44 141

特別損失 108 3,738

税金等調整前当期純利益又は
税金等調整前当期純損失（△） 348 △4,904

当期純利益又は
当期純損失（△） 137 △5,152

親会社株主に帰属する
当期純損失（△） △0 △5,285

　創業200年を超えて生々発展し続けるために、改めて
“モノづくり”の基盤を強化する必要があると考え、2020
年1月に、戸田工業グループのモノづくりの原点をまと
めた「Toda Spirits」を策定しました。
　また、同時期に、この6項目の一つである「一人ひと
りの力で改善に挑戦するモノづくり」の精神を元に、モ
ノづくりの学びの拠点として、小野田事業所内に「モノ
づくり道場」を開設いたしました。
　「モノづくり道場」でのキーワードは、“改善と革新”
です。各職務階層において大切な基本を知り、自ら職場
の問題点や課題に気付き、一人ひとりの力で「改善と革
新」に挑戦する人財を育てることがモノづくり道場の使
命と考えています。そして、当社グループの従業員には、
安全、5S、QCをモノづくりのベースとしながら、多岐
にわたる分野において、見て、感じていきながら、共に
切磋琢磨して学べる場としてこの道場を活用してまいり
ます。

TOPICS

財務諸表 （連結）

（注）本書記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

モノづくり道場入り口 当社　小野田事業所 研修の様子



ご案内

株主メモ

会社概要

●	会社概要（2020年3月31日現在）

商 号 戸田工業株式会社
  （TODA KOGYO CORP.）

本 店 所 在 地 広島県広島市南区京橋町1番23号
☎082（577）0055

設 立 1933年11月30日（創業：1823年）

資 本 金 74億77百万円

事 業 目 的 1. 顔料の製造、加工および販売
2. 磁性材料の製造、加工および販売
3. その他の無機薬品の製造、加工および販売
4. 環境保全設備の設計、施工および販売
5. 記録媒体の製造、加工および販売
6.   土木工事、とび・土工工事、鋼構造物工事

および舗装工事の請負、企画、設計、監理
およびコンサルティング

7. 前各号に付帯する一切の業務

ホームページアドレス https://www.todakogyo.co.jp/

●	役　員（2020年6月25日現在）

代表取締役社長執行役員 寳 來 　 茂

取締役専務執行役員 岡 宏

取締役執行役員 釣 井 哲 男

取締役執行役員 青 木 功 荘

取締役（社外） 水 野 隆 文

取締役（社外） 松 岡 　 大

取締役（社外） 生 嶋 太 郎

監査役 中 川 隆 行

監査役（社外） 長谷川　臣　介

監査役（社外） 金 澤 浩 志

監査役（社外） 浦 勇 和 也

●	株式の状況

株式の状況 （2020年3月31日現在）

発行可能株式総数 19,300,000株

発行済株式の総数 6,099,192株

株主数 6,263名

上場金融商品取引所 東京証券取引所市場第一部

●	大株主の状況

（注）1.上記のほか当社所有の自己株式335千株があります。
　　 2.持株比率は自己株式を控除して計算しております。

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）
TDK株式会社 1,260 21.9 
株式会社広島銀行 217 3.8 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（三井住友信託銀行再信託分・TDK株式会社
退職給付信託口）

199 3.5 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 156 2.7 

堤浩二 150 2.6 
株式会社中国銀行 120 2.1 
高橋由紀子 102 1.8 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口5） 91 1.6 

明治安田生命保険相互会社 84 1.5 
DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 76 1.3 

●	株主の構成

・5万株以上 53.8%
・5千株以上5万株未満
 14.8%
・5百株以上5千株未満
 19.6%
・5百株未満 11.8%

・個人その他 39.6%
・その他国内法人
 28.4%
・金融機関 23.4%
・証券会社 2.5%
・外国法人等 6.1%

・北海道 0.3%
・東北 0.7%
・関東 56.5%
・中部 5.3%
・近畿 8.8%
・中国 19.9%
・四国 1.1%
・九州 1.4%
・海外 6.0%

所有株数別分布状況
（持株比率）

所有者別分布状況
（持株比率）

地域別分布状況
（持株比率）

●事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

●定時株主総会 毎年6月

●基準日 定時株主総会　毎年3月31日
期  末  配  当　毎年3月31日
中  間  配  当　毎年9月30日

●株式事務

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事務取扱場所

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（郵便物送付先） 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

（電 話 照 会 先）  0120-782-031（フリーダイヤル）
受付時間9:00～17:00（土日祝日を除く）

（ホームページURL） https://www.smtb.jp/personal/agency/
index.html

●公告方法 電子公告
（https://www.todakogyo.co.jp/docs/
ir/j/index.html）
ただし、電子公告によることができない事
故その他やむを得ない事由が生じたとき
は、日本経済新聞に掲載して行います。

●	株式に関する住所変更等のお手続きについてのご照会
　証券会社の口座をご利用の株主様は、三井住友信託銀行株式会社で
はお手続きができませんので、取引証券会社へご照会ください。証券会社
の口座をご利用でない株主様は、上記電話照会先までご連絡ください。

●	特別口座について
　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用され
ていなかった株主様には、株主名簿管理人である上記の三井住友信託銀
行株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設しております。特別口
座についてのご照会および住所変更等のお届出は、上記の電話照会先に 
お願いいたします。


